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シンガポールの将来をめぐる問題と忍び寄る不況の影
さ とう こう いち

佐 藤 考 一

概 況

リー・シェンロン首相は，新年の国民向けメッセージで国内の政治・経済につ

いて２００８年に優先的に取り組む課題として，医療サービスの拡充，４つ目の公立

大学の創設，自動車の所有や使用に関する政策の更新を挙げた。これらのうち，

医療サービスの拡充は，数度の議論の後，２００９年１月から病院での公費受給の資

格審査（means−testing）を導入し，貧困層により傾斜的に医療扶助を与えること

とされ，４つ目の公立大学の創設は，２０１１年に最初の学生を入学させる予定が公

表された。また，自動車の所有と使用については，マイカーを持ちたいという国

民の強い要求と，都心部の渋滞を避けたい政府の意向が調整され，自動車税の減

税と車両制限区域の自動通行料システム（ERP）料金の値上げと通行料自動支払い

ガントリー（ゲート）の設置場所の増加という形に落ち着いた。しかしながら，実

際に２００８年の国内の政治・経済政策で重視されたのは，後述するさまざまの安全

保障問題や人口問題，そして物価高や不況への対策であった。

一方，対外関係では，マレーシアとの間のペドラ・ブランカ島等の領有問題に

国際司法裁判所の判決が下りた。また，中国との自由貿易協定（SCFTA）や安全

保障協力協定締結，インドとの交流の強化，安全保障政策で協力関係にあるイス

ラエルとの技術交流がなされた。そして，７月には ASEAN外相会議，ASEAN

拡大外相会議（PMC），ASEAN地域フォーラム（ARF）などの一連の ASEANの会

議外交を主催し，１２月１５日にはバーレーン，クウェート，カタール，オマーン，

サウジアラビア，アラブ首長国連邦の６カ国からなる湾岸協力会議（GCC）との

自由貿易協定が署名されるなど，対外関係は拡大と深化が進んだ１年になった。
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国 内 政 治

人口問題と外国人労働者問題

人口問題について，リー首相は「２００７年の出生数は３万７０００人，２００４年から２０００

人しか増えていない」と述べ，経済的問題の解消だけでなく社会態度の変化や子

供の保育施設の増設が必要だとしている。７月には，ウォン・カンセン副首相兼

内相が，「シンガポールの出生率は１．２９しかなく，世界最低に属する。移民を受

け入れないとシンガポールの総人口は２０７０年には半減する」と危機感を表明した。

リー首相は，８月の独立記念日の演説でもその３分の１以上を割き，国家運営の

お見合いセンターの活動の紹介や，女性が結婚して子供を持つことの重要性，育

児への夫の協力の必要性を説き，育児休暇や託児所・幼稚園の改善に取り組む姿

勢を示した。また，その一方で，シンガポール国民の平均余命は伸び，男子は７８

歳，女子は８２．８歳となっており，韓国やアメリカよりも長い。さらにリー・クア

ンユー顧問相は，「シンガポールの優秀な頭脳層である人口の３０％のうちの４～

５％に当たる１０００人以上が，毎年海外へ移住していく」と頭脳流出が起こってい

ることを指摘した。

このような少子化と高齢化社会を支え，頭脳流出に対応するには，終身所得と

外国人労働者の導入が鍵となる。前者については，２００７年に高齢者の雇用と共に，

終身所得を保証するための年金保険が提示されたが，この保険については，政府

は中央積立年金基金（CPF）をより長く返還しないつもりだとの批判が出たため，

２月１３日にヌー・エンヘン人材相が新しいより柔軟な CPFライフ計画（終身所得

計画）が２０１３年から開始されることを示した。これは，現在５０歳以下の国民が５５

歳になると適用される定額の強制年金保険で，CPF口座の，現行は９万９６００S ドル

となっている最低残高（インフレなどで増額される）の一部を取り崩して加入させ

るものである。

現行の CPFは６２歳（ただし２０１８年までに６５歳に引き上げることが２００７年に決定

された）から支払いが始まり，２０年間で支給が終わるが，この年金は，一定額を

保険の形で強制預金させたうえで，CPFの利率を従来の４％から５％に引き上

げることで，生涯一定額の年金が支給できるようにしたものである。年金の配当

支払い開始時期は６５歳から９０歳までの，（本人が早期に死亡した際の家族の受け

取り開始時期の設定を含めて）１２の選択肢が２００８年に新たに設けられた。そして，
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２００７年に批判が出た古い保険と違うのは，毎年均分でなく，支払い開始後の初期

により多くの配当がなされる，傾斜的な配分が可能になったことである（ただし，

一度決めるとこの支払い時期は変更できないし，この制度は現在 CPFの口座の

残高が４万 S ドル以下の者には適用されない）。国民は生涯一定額の年金を得られ

るが，その代わりに政府は国民の CPFを，より多くより長く資産運用に利用で

きる制度でもある。

頭脳流出については，リー顧問相が UPIとのインタビューで，「我々は中国と

インドからトップレベルの専門家を呼ぶ」としながらも，中国人の多くはシンガ

ポールをアメリカへ渡るための踏み石にしていると述べて，移民問題の深刻さを

訴えた。一方，シンガポールのバス会社では運転手の確保が難しくなり，これま

で頼ってきたマレーシア人だけでなく，新たに中国人の採用を増やす方針である。

バス会社のひとつであるシンガポール国営総合旅客運送会社（SMRT）では，運転

手の２２％はマレーシア人で，他に１００名の中国人運転手を教育中である。

このように頭脳流出と労働者不足に対応するための外国人労働者の導入が進め

られているが，国内に１７万人以上いるといわれる外国人メイドの一部に待遇の劣

悪な例（休日を与えない，給料を支払わないなど）があること，また，それを不満

としたメイドが雇用主の子供を虐待することなどが問題となっているうえ，外国

人労働者の導入自体に不満を持つシンガポール国民もいる。このため，リー首相

は，メーデーの演説で「外国人労働者はシンガポール人の職を奪いに来たわけで

はなく，シンガポール全体経済の拡大に貢献している」と，国民の理解を求めて

いる。

一党支配体制の是非と後継者問題

８月１３日の独立記念集会の演説で，リー顧問相はシンガポールの政治体制に触

れ，「複数政党制や政権交代を切望する者がいることはわかっている。彼らは，

台湾やタイ，フィリピンに学ぶべきだ。政権交代はより汚職と政治の失敗を招く。

また，自由な報道は，アメリカの民主主義理論がそう設定するようには汚職を洗

い流せない。頻繁な政権交代と政策の変更は，台湾とタイの経済成長を妨げ，失

業や政治的不安定を増加させた」と述べ，シンガポールにおける与党人民行動党

（PAP）の一党支配の打破を望む声が国民の間にあることを認めたうえで，１９５９年

以来，汚職が少なく，効率的な国家運営を行ってきた，PAPの一党支配の正当

性を強調した。
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シンガポールの現在の一院制の国会の議席配分は８４議席中８２議席が PAPで，

野党はシンガポール民主連盟（SDA）のチャム・シートン議員（７３歳）と労働者党

（WP）のロウ・ティアキアン議員（５１歳）の２人だけである。今年は，リー顧問相

らへの誹謗中傷訴訟で，チー・スーンジュアン民主党党首が敗れて，６月４日か

ら１２日間拘留されたほか，６月１８日に新党の改革党を政党登録して政界に復帰し

たばかりのジョシュア・ベンジャミン・ジェヤレトナム元議員が９月３０日に心臓

発作を起こして８２歳で死去するなど，野党勢力にはダメージが大きかった。人権

派のチャム議員と，華語が堪能なロウ議員は，国会での PAP議員との論戦でそ

れなりの持ち味を出しているが，チャム議員は病弱で後継者がいない。

そもそも２００６年総選挙の際の PAPの得票率が６６．６％であるのに，野党議員は

極端に少ない。その理由は２つある。そのひとつは，シンガポールが１９８８年総選

挙からグループ代表選挙区（GRCs）制を導入しているためである。現在，GRCに

立候補するには，マレー人など選挙区ごとに指定されたエスニック・マイノリテ

ィを最低１人含む，５人もしくは６人の候補者でチームを組まなければならない。

現在５人区の GRCは９つ，６人区の GRCは５つで，計７５人の議員が選出され，

他の９つが小選挙区となっている。党員も知名度のある候補の数も少ない野党側

は，小選挙区以外では立候補しにくいという事情は確かにあると考えられる。

だが，彼らが当選できない理由はそれだけではない。それは簡単にいうと，PAP

の政治家に取って代わるだけの政治的な資質があるかどうかの問題である。ジェ

ヤレトナム元議員は，元来は労働者党の書記長であり，唯一の議員でもあった。

１９８１年のアンソン小選挙区の補欠選挙で当選して以来，激しい PAP攻撃で一時

人気を博したが，不用意な発言が多く誹謗中傷による名誉毀損訴訟で度々リー顧

問相らに敗訴したうえ，党の運営も杜撰で経理の不備により逮捕されたこともあ

る。

このため賠償金の返済の問題もあり，労働者党の党員たちからも見放され，

２００１年の書記長辞任と労働者党からの離党以降，２００８年６月に改革党を立ち上げ

るまで，シンガポール政治の表舞台から消えていた。ジェヤレトナム氏とその率

いていた労働者党は，PAPへの批判はできるが，その議論はほとんど内政が中

心で，外交や安全保障に至るまでの広範な PAP政権の政策すべてに代わる，適

切な代替案を提示することはとても無理だと考えられる。

これは，他の野党政治家についても同様である。現実的で，冷めた政治感覚を

持つシンガポール国民は，PAP政権に異議を唱える野党議員の必要性は認めて

２００８年のシンガポール
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も，このような状態では野党の GRCs候補チームを PAPのチームに代えて，自

分の選挙区で当選させて政権交代をという決断にまでは踏み込めない。戦略的縦

深性のない都市国家シンガポールでは，軍事安全保障問題はもとより，食品価格

などの一見些細にみえる内政問題も外交政策の成否と表裏一体である。したがっ

て，内政だけしかわからない政治家は，国家の指導者にはなれない。

そうなると，PAP内でリー首相の後を継ぐのは誰かということになる。現在

５６歳のリー首相は，４月１日の『ストレーツ・タイムズ』とのインタビューで，

７０歳になる前に後継者を決めなければならないが，過去の経験から指導者を育て

るには３回程度の総選挙を経なければならないとし，後継者選びにあまり時間が

残されていないとの認識を示した。そして，誰を次の首相にするかを決めるのは

若い閣僚たちで自分の仕事は可能な限り強いチームを作ることだと述べた。さら

に，「若い才能を求めているが，毎年６００名前後の優秀な学生たちのうち，２００名

程度が海外に留学している」とし，「その半分は政府の奨学金を得ているのでシ

ンガポールに戻ってくるが，残りは戻ってこない。国内で学んだ者も海外で働く

者がおり，結局合計で１５０名ぐらいは流出してしまう」と述べて，前節で頭脳流

出に触れたリー顧問相と同様，政治指導者を含めた将来の人材の確保の難しさに

も触れた。

なお，３月２９日には内閣改造が行われ，４月１日付で，K・シャンムガン国会

議員が法相兼第２内相に，ジャヤクマール副首相兼法相は，副首相兼国家安全保

障調整相に留任，ヌー・エンヘン人材相兼第２国防相が教育相兼第２国防相にな

った。また教育相を解かれたターマン・シャンムガラトナム教育相兼財務相は財

務相に留任し，ガン・キムヨン教育・人材担当国務相が人材相代行に昇格，ビビ

アン・バラクリシュナン社会開発・青少年・スポーツ相兼第２情報・通信・芸術

相は，第２情報・通信・芸術相兼任を解かれた。他に，リム・ウィーホア財務・

運輸担当国務相，ルイ・タックユー教育兼情報・通信・芸術担当国務相，グレー

ス・フー国家開発兼教育担当国務相の３人の国務相は上級国務相に昇格している。

既述のリー首相のコメントからは，改造人事がどれだけ後継者選びに関わってい

るのかはうかがい知れないが，ヌー・エンヘン教育相兼第２国防相と K・シャン

ムガン法相兼第２内相に注目が集まっている。

安全保障問題

軍事安全保障については，１月２２日夕刻に，はからずもシンガポール空軍の優
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秀な防空能力が証明される事件が起きた。飛行許可のないオーストラリア国籍の

民間航空機（セスナ２０８）がシンガポール領空に接近したのである。このため，チ

ャンギ空港は５０分間閉鎖され，シンガポール空軍の F１６戦闘機がスクランブル発

進し同機を捕捉，空港に強制着陸させた。続いて２月５日には，海軍にフランス

との技術提携の下にシンガポール国内で建造された，３隻のラファイエット級ス

テルス・フリゲート（３２００トン）が引き渡された（２００８年現在計４隻就役）。

４月にはそのうちの１隻がフランスで，アスター艦対空ミサイル（ミサイル迎

撃射程１５km，航空機迎撃射程３０km）の試射に成功するなど，その能力も証明さ

れた。こうした軍事的能力の維持，発展と共に，脆弱な小国であるシンガポール

は，摩擦の起こりやすい ASEAN域内の諸国との信頼醸成や自国の防衛に関与し

てくれる域外大国との連携を重視しており，そのための軍事交流に積極的である。

インドネシアとの間では，国防協力協定との組み合わせで締結された犯罪者引

き渡し条約の解釈をめぐって摩擦があるが，１月と８月に海軍合同演習，１０月末

には陸軍合同演習が行われている（以下，シンガポール国防軍機関誌 Pioneer 各

号）。マレーシアとは９月と１０月にそれぞれ実施された英連邦５カ国防衛協定

（FPDA）の陸軍合同演習の他に，５月に二国間で合同陸軍演習を行い，タイとも

８月に海軍合同演習が実施された。

ASEAN域外諸国との間では，アメリカ，タイ，日本，インドネシアと共に５

月にタイで実施されたコブラゴールド多国間合同軍事演習に９回目の参加をし，

アメリカなど１０カ国が参加した７月のハワイ沖でのリムパック多国間海軍演習に

も初参加した。さらにアメリカとは，１月にテオ・チーヒン国防相が訪米してゲ

ーツ国防長官と会談し，６月末から７月にかけて捜索救難のための恒例のカラッ

ト海軍合同演習が行われた。オーストラリアとは７月に，ニュージーランドとは

８月に合同海軍演習を実施した。さらに，インドとも３月に合同海軍演習を実施

した。中国との間では，華人中心のシンガポールは微妙な問題があり，合同軍事

演習は実施されていないが，後述するように１月７日に防衛交流・安全保障協力

協定を結び，１０月１２日から１６日まで，テオ・チーヒン国防相が訪中した。

一方，国内治安については，国内治安部が１月２５日にムスリムのテロ計画者２

名を逮捕している。しかし，２月２７日にはジェマ・イスラミヤ（JI）の幹部マス・

スラメットに，ホイットニーロードの国内治安部拘置所トイレの格子の入ってい

ない窓からの脱獄を許してしまい，リー顧問相を激怒させた。逃亡当時，最も警

備の厳重な国内治安部の拘置所からの脱獄であり，さらにその足取りが全くつか
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めないことから，市民の間では，「マス・スラメットは逃亡の際，黒魔術を使っ

た」との憶測まで流れたほどであった。

マス・スラメットは，２００１年の９．１１事件に刺激され，２００２年初にバンコク発の

航空機を乗っ取ってチャンギ空港に突入させようと計画した人物だといわれ，

２００６年にインドネシアで逮捕されてシンガポールに引き渡され，裁判なしで拘留

されていた。国会では，ウォン・カンセン副首相兼内相と国内治安部の対応が批

判された。警察当局は，ポスターを配布し，国内３９０万人の携帯電話利用者にマ

ス・スラメットの写真つきメールを配信したうえ，警察官とグルカ兵の治安部隊

を動員してシンガポール島内を隈なく捜索したが，発見できなかった。７月にな

ってマス・スラメットの首には，２人の実業家の申し出で１００万 S ドルの賞金がか

けられている。

国内治安・衛生における他の問題については，シンガポールの厳しい給水事情

を緩和するため，１月１９日にリサイクル水「ニューウォーター」の５つ目で最大

の製造プラント契約が，公益事業庁（PUB）とセンボコーポ・ユーティリティー

ズ社の間でまとまった。また，１１月１日にはマリーナ・ベイを国内１５番目の貯水

池にするマリーナ・バラージ（堰）が完成した。これらにより，プラントが完成す

る２０１０年までには，「ニューウォーター」はシンガポールの水需要の３０％を供給

することが期待されており，残りの６０％が貯水池とジョホール州からの給水，さ

らに１０％を海水淡水化装置で作ることを予定している。

また，９月１９日に農業食品・畜産物管理庁（AVA）が中国産のすべての乳製品お

よび日用食品の輸入・販売を一時禁止した。伊里ブランドのアイスクリームなど

から人体に有害な窒素化合物のメラミンが検出されたための措置であった。その

他，蚊が媒介するデング熱やチクングニヤ熱の患者が年初に増加したため（最初

の１５週間でデング熱患者数は１４０１名），シンガポール政府は蚊を撲滅するため，

花瓶や流しなどの水にボウフラを湧かせないよう，市民に注意を呼びかけた。他

に，シンガポール国内で問題になったのは，児童の間で手足口病が蔓延したこと

で，５月３日までに１４６５名の患者が出て，児童施設は遊具の消毒に追われた。な

お，隣国のインドネシアで患者が増加している鳥インフルエンザについては，９

月１６日に在シンガポール日本大使館が，鳥インフルエンザ治療薬のタミフル３９６０

錠と個人防疫機材３万５０００セットを贈呈している。
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経 済

２００８年度予算案──紅包予算

２月１５日，ターマン・シャンムガラトナム財務相は２００８年度予算案を公表した。

２００７年度は消費税（GST）の５％から７％への引き上げがあり，財政収入は６４億

５０００万 S ドル増で，それを受けて，政府予算は推定総額３７１億６０００万 S ドル，前年比

１２．５％増とされた。各官庁で前年比予算伸び率が高いのは，人材省の１８３．６％（７

億２０００万 S ドル），情報・通信・芸術省の４８．４％増（７億７０００万 S ドル），運輸省の

４０．８％増（２７億４０００万 S ドル），財務省の２８％増（６億１０００万 S ドル），通商産業省の

２１．９％増（２５億２０００万 S ドル）などであるが，厚生省，環境・水資源省，首相府，

法務省なども軒並み予算増額であった。ただし，元々予算額の大きい国防省（１０８

億 S ドル），教育省（８０億４０００万 S ドル），内務省（２９億１０００万 S ドル），国家開発省（２１

億５０００万 S ドル），などは微増であった。

ターマン財務相は，財政収入増を受けて，総額１８億 S ドルを「紅包」（お年玉）

として国民に配布するとし，２１歳以上の国民１人当たり，１００～４００S ドルを，４月

と１０月に分けて配布する他，後述する５５歳の CPFライフ計画（終身所得計画）参

加者にはライフ・ボーナスも配布されると発表した。これが，チャイニーズ・ニ

ューイヤーの時期に発表された２００８年度予算案を，『ストレーツ・タイムズ』紙

が「紅包予算」と名づけた所以である。ちなみに，この「紅包予算」は，２００７年

の好景気の結果であると同時に，２００８年の国際経済の先行きが楽観できないこと

を予測して，国内景気を維持するための戦略的な予算であったと考えられる。

不況の影

リー首相は，新年メッセージで２００７年のシンガポールの経済成長は７．５％に達

したとし，２００８年の経済成長率は４．５～６．５％と予測し，続く２月のチャイニーズ・

ニューイヤーのメッセージでは，ネズミ年は不明確で挑戦を強いられるような環

境の下にあるとよりはっきり述べ，アメリカの景気後退に触れた。そして，選挙

区の住民から食品の値上がり（２００７年は前年比２．９％高）について価格統制を求め

られると，「それはできないが，政府は（消費者が低価格の食品を購入できるよう）

供給源を多角化する」と約束し，住民にもブランド品に拘らず，安いものを買っ

て，共にコスト不安と戦おうと呼びかけた。
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そして，シンガポール政府は，冷凍鶏肉を，鳥インフルエンザの恐れのあるタ

イや中国でなくブラジルやマレーシアから，豚肉をオーストラリアやインドネシ

アだけでなくチリやフィリピンから，コメをタイだけでなくベトナムから，野菜

をマレーシアや中国だけでなく，インドネシアやベトナムから購入する決定をす

るなど，食品価格を抑える政策を取った。その後，シンガポール政府は２月１４日

には早くも経済成長予測を４～６％に下方修正している。

だが，タイのコメの輸出価格が２００７年の１トン当たり３００米ド
ル前後から２００８年

４月末には１０００米ド
ル近くまで上がったため，シンガポール政府は度々メディアを

通じて十分な備蓄があることを強調し，タイのブランド米でなく，他の国の安い

コメも消費するよう訴えるなど，国民の動揺を抑える措置を取った（シンガポー

ルの２００７年現在のコメの輸入先は，タイ５９．１％，ベトナム２１．３２％，インド１１．３１％，

パキスタン２．８１％，アメリカ１．６６％などとなっている）。そして，コメの価格は，

６月１９日以降，漸く下がりだし，１１月の時点で２００７年同期比１６．２％高の水準とな

り，石油の国際価格も年末には急落して２００７年初のレベルに落ち着いた。

また，シンガポール政府投資公社（GIC）と政府系ファンドのテマセク・ホール

ディングスは２００７年から２００８年初にかけて，アメリカのサブプライム（住宅ロー

ン）問題で大きな損失を被った，世界的な大手銀行のスイス・ユニオン銀行（UBS），

シティ・グループ社，メリルリンチ社に２２０億 S ドルもの巨額の株式投資をした。

これら銀行の業績が回復した時に株価上昇で大きな利益が見込めるとの目算であ

ったが，２００８年下半期以降もサブプライム問題の影響は予想以上に深刻であった。

７月には新たに５兆米ド
ル（６兆７５００万 S ドル相当）のアメリカの政府系住宅金融会

社の巨額債務が明るみに出て，アメリカの景気回復や世界大手銀行の業績回復利

は当分見込めない状況となったのである（９月にメリルリンチ社は，バンク・オ

ブ・アメリカが買収）。このため，リー顧問相は８月には「もし欧米が不況にな

れば成長率は３～５％になる」とさらに厳しい見通しを示し，「政府は食品とエ

ネルギーの値上げに対して低所得層を支援するため，３０億 S ドル以上を支出する」

と述べた。

この影響は貿易面にもはっきり出ており，日米欧の市場の需要減を受けて，輸

出依存のシンガポール経済は第２四半期に５．３％，第３四半期には６．８％も縮小し

た。電気製品と薬品を中心にしたシンガポールの輸出は１０月には１５％減となり，

工業生産は１３％減となった。シンガポール政府は，１１月２７日に，２００８年の経済成

長率予測を２．５％に再度下方修正し，２００９年の成長率は１～２％になると厳しい
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見方を示した。シンガポールには経済危機を切り抜けるのに十分な公的準備金が

あるといわれるが，それでもターマン財務相は，「我々は大変な試練を受ける時

期に来た。アメリカの金融危機は１年前から始まり，世界中が被害にあう経済衰

退に変化した。我々はこの衝撃から逃れられない」（Jakarta Post，２００８年１１月２８

日付）と述べ，国民に不況に耐える心構えを持つよう警告した。なお，不況の煽

りを受けて，不動産価格が下がりだし，供給過剰気味となったため，１０月３１日に

シンガポール政府は公有地売却を全面的に凍結している。

観光・交通

不況で客足は鈍ったものの，観光業を重要産業と位置づけているシンガポール

では，２００８年にはさまざまな催しを開催して，観光客誘致に努力した。２月１１日

にカプセル内部で立食パーティーが可能な大観覧車シンガポール・フライヤーが

営業を開始し（一般公開は３月），２月１９日から２４日までは２年ごとに実施する航

空ショウのシンガポール・エアショウが開催され，入場者総数１２万人，１８９億 S ドル

相当の取引きがあった。さらに９月２６日から２８日にかけては自動車レースのフォ

ーミュラーワン（F１）シンガポール・グランプリが世界初の夜間レースとして実

施され，市街地に設定された約５kmのコースを使い，１０万人の観衆を集めた。

また，２月２１日には，２０１０年の第１回ユースオリンピック夏季大会を，国際オ

リンピック委員会からシンガポールに誘致することに成功している。９月に公表

された「ミシュランガイド」の格づけでも，ラッフルズホテルと植物園，ナイト・

サファリ，シンガポール動物園が最高の３つ星を獲得した。なお，不況であって

もシンガポールに入港する船の総トン数（船腹量）は増加しており，８月１６日の時

点で４年振りに１０億トンを超えた。この他，３月６日にはチャンギ空港にターミ

ナル４を建設する計画が発表されており，２０１２年までに年間５０００万人の利用者を

見込めるようになるという。アジアの海と空の交通のハブとしての地位の維持へ

の意欲は依然として強いものがある。

対 外 関 係

対マレーシア──ペドラ・ブランカ島領有問題とイスカンダール開発地域

２００８年５月２３日に，オランダのハーグにある国際司法裁判所は，シンガポール

とマレーシアが，２００３年２月６日に付託した，ペドラ・ブランカ島（マレーシア

２００８年のシンガポール
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インドネシア

サウス・レッジ

シンガポール

ジョホール州 マレーシア

ジョホール州

ビンタン島

バタム島

25.5マイル

7.7マイル
ペドラペドラ・ブランカ島ブランカ島

ミドルミドル・ロックスロックス

ペドラ・ブランカ島

ミドル・ロックス

名バツプティ島。シンガポールから２５．５マイル，マレーシアから７．７マイルに位

置し，面積２０００平方メートル。図１参照）とその周辺の３つの岩礁の領有権問題

の訴訟について，判決を下した。それによると，１６人の判事は１２対４の評決で，

これらの島礁のなかで最大のペドラ・ブランカ島をシンガポール領と認定，１５対

１で２つの岩礁からなるミドル・ロックスをマレーシア領とし，国際法上，島と

認められない低潮高地であるサウス・レッジについては，その位置が含まれる領

海の所有者のものとするという表現で，シンガポールのものともマレーシアの領

有ともはっきり認定しなかった。同島礁をめぐる両国の紛争は，１９７９年にマレー

シアが地図上で，シンガポールが管理するホースバーグ灯台のあるペドラ・ブラ

ンカ島を，マレーシア領として記載したことが発端である。

国際司法裁判所は，ペドラ・ブランカ島について１５１２年以来のジョホール王国

が当初その領有権を所持しており，１８４４年のイギリスによるホースバーグ灯台の

建設時もその領有権は変わらなかったと認めた。そのうえで，１９５３年９月２１日の

英領ジョホール王国政府からシンガポールの植民地長官への書簡でジョホール王

国はその領有権を放棄したとして，その後，灯台を管理し続け，埠頭を建設する

などしたシンガポールが領有の意思を明示し続けたとして，これを認めたのであ

る。この判決について，リー首相は「喜ばしい。判決を受け入れる」と述べた。

マレーシアのナジブ・ラザク副首相も，バランスの取れた判決だと評価したが，

図１ シンガポール，マレーシアとペドラ・ブランカ島の位置関係

（出所）『亜洲週刊』２００８年６月８日，p．４６をもとに筆者作成。
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「ミドル・ロックスがマレーシア領と認定されたことが重要である。なぜならこ

れらの珊瑚礁が両国の海域を決定づけるからである」と述べた。

問題なのは，国際司法裁判所の判決は，島礁の領有の認定はしても，両国がこ

れらの島礁の周辺にどのように領海線を引いて海域を分割するのかを決定したわ

けではないことである。４つの島礁はいずれもマレーシアの海岸線からの方が明

らかに近い。また，領海線を引くにも，ペドラ・ブランカ島とミドル・ロックス

は，０．６マイル（約１．１km）しか離れておらず，しかもこれらの岩礁の周辺海域は

双方の軍艦の航路となっているため，どちらかが一方的に自国に有利な領海線（１２

マイル以内）を引いてしまえば，一触即発の問題に発展しかねない。このため，

シンガポール側の領海線と排他的経済水域の設定の意思表明を聞いて，マレーシ

アのライス・ヤティム外相は，驚きと困惑を隠せなかったという。領海線の画定

には難航が予想される交渉を繰り返さなくてはならない。両国には紛争を解決す

るには困難な問題が残されたのである。

なお，両国がインドネシアと共に１９８９年以来進めてきた成長のトライアングル

の発展上に位置する，シンガポールとマレーシアのジョホール州南部のイスカン

ダール開発地域（IDR）については，シンガポールの３倍の面積の土地をどう開発

するかについて，２００７年に初の閣僚級委員会が開催されたが，２００８年になってマ

レーシア政府は総額３０億 S ドル，１２の巨大な建設投資計画を決め，レジャーゾー

ンや住宅地域，遊戯公園，ゴルフコースなどが計画されている。

２００８年のシンガポール
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マレーシア政府は，製造業，建設業，サービス業など，高度な熟練労働者が必

要とされる分野に限っては同国の外国人労働者の削減政策の例外とすることも表

明した。両国は，マレーシアの軽便鉄道とシンガポールの地下鉄の相互乗り入れ

も構想している。そして，シンガポールのリー首相は，１１月２４日のアジア太平洋

経済協力会議（APEC）首脳会議の際の，マレーシアのナジブ・ラザク副首相との

首脳会談で，シンガポールが IDRに象徴的（iconic）な投資を行うことを表明して

いる。

対中関係の拡大と深化──防衛協力への踏込みと自由貿易協定の締結

シンガポールは，１月７日にチアン・チエホー国防次官を中国へ派遣し，中国

人民解放軍の馬暁天副総参謀長との間で，防衛交流・安全保障協力協定に署名し

た。両国は，今後国防省関係者の交流と艦艇の相互訪問，セミナーへの相互派遣

などを行う他，人道援助，災害協力も視野に入れている。これまで過去に反中感

情の強かったインドネシアとマレーシアに遠慮して，対中安全保障協力に慎重だ

ったシンガポールが，それに一歩踏み込んだものであるが，２００５年１２月以降のタ

イのように，中国と合同軍事演習を実施するまでの積極性はない。

一方，従来から積極的だった経済協力面では，１月３１日にマー・ボタン国家開

発相が中国の天津市を訪問し，２００７年１１月に立ち上げたエコ・シティプロジェク

トを取り上げ，３～５年の間に天津市の３０平方キロメートルの土地に当初３平方

キロメートルほどの住宅，事務所，緑地，公園などを整備する計画を公表し，９

月３日には最初の合同管理委員会が，天津でウォン・カンセン副首相兼内相と中

国の王岐山副首相によって開かれた。なお，この計画には，中東のカタールがシ

ンガポールと共に天津市への投資に参加することになっており，シンガポールの

近年の活発な中東外交の狙いのひとつが，対中，および対シンガポール投資の増

額と，危険分散を考えるシンガポール政府の，オイルマネーの誘導であったこと

がわかる。さらに３月３日にはシンガポールは中国とデジタルメディア共同試験

に関する了解覚書を締結している。

そして，シンガポールは，１０月２３日に，アジア欧州会合（ASEM）首脳会議出席

のため北京を訪問したリー首相と温家宝総理の立ち会いの下，２００６年８月より交

渉を続けてきた，シンガポール・中国自由貿易協定（SCFTA）を締結した。これ

により，シンガポールは，日本（２００２年），アメリカ（２００３年），中国の三大国すべ

てと包括的経済連携協定（EPA）あるいは自由貿易協定（FTA）を結んだことになる。

シンガポールの将来をめぐる問題と忍び寄る不況の影
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そして，SCFTAにより，２００９年１月１日よりシンガポールはすべての中国製

品について関税を撤廃し，中国側も２０１２年１月１日までに９７．１％のシンガポール

製品について関税を撤廃するが，そのうち８７．５％は協定発効時に即時関税が撤廃

されることになった。なお，リー首相は，温家宝総理の他，胡錦濤国家主席，李

克強副総理，呉邦国全国人民代表大会常務委員会委員長とも会談しており，他の

ASEM首脳会議出席国の首脳たちに比し，対中関係のパイプの太さがうかがわ

れる。中国の官僚のシンガポール留学も盛んで，１９９２年以来，南洋工科大学では

合計６０００名の中国の官僚が，修士課程か短期コースを修了している。

また，民間企業でも，E３ホールディングス社とジェード・テクノロジー社が，

吉林省の松原石化股�有限公司の４９％の株式を取得して中国での石油精製に乗り
出すことを決め，大華銀行（UOB）が中国の恒豊銀行の株式の１５．４％を取得する

など，合併買収（M&A）でも積極性が目立つが，シンガポール航空による中国東

方航空の株式買収だけは成功しなかった。なお，５月１２日の中国四川省汾川県の

大地震発生の際には，シンガポールでは１カ月の間に４万人が中国大使館を訪問

し，合計１８３６万 S ドルの寄付をしている。

自由貿易協定の拡大，その他

シンガポール政府は，アメリカのサブプライム問題にリンクした世界経済の後

退と世界貿易機関（WTO）のドーハ・ラウンド交渉の難航・凍結（７月２９日）を視

野に入れ，既述のシンガポール中国自由貿易協定をはじめ，自国および ASEAN

と，世界各国・地域との間での FTAや投資保証協定の締結に努力している。WTO

と個別の FTAの双方にヘッジ（両掛け）する形で，通商体制の動揺のなかで，通

商国家であり，かつ既述の食品など生活必需品のほとんどを輸入に頼る自国の国

民経済を守ろうとする戦略である。

１月３１日には，石油精製基地である自国の原油確保などの便宜のため，中東の

湾岸協力会議（GCC）との自由貿易協定交渉をまとめ上げ，協定は１２月１５日に署

名された。他に４月１４日には日本 ASEAN包括的経済連携協定（JACEP）が署名さ

れた。さらに，シンガポール政府は５月２９日にはペルーとの FTAにも署名し，

１２月２日には朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）と投資保証協定を締結した。また，

インドとの間では ASEANインド自由貿易協定が交渉中であるが，３月末にイン

ドを訪問したゴー・チョクトン上級相は，マンモハン・シン首相と会談する以外

に，シンガポール開発銀行（DBS）とインド国家銀行（SBI）など，双方の銀行の支

２００８年のシンガポール
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店の開設などの金融協力を取りまとめ，二国間協力の強化にも余念がない。

さらに，２月末と４月末には大統領の外遊があった。ナザン大統領は２月末に

ベトナムを訪問し，チャンギ国際空港（CAI）とベトナムの中央空港局の協力協定

の締結に立ち会った。CAIの，ベトナムのフエのプーバイ国際空港への投資・開

発・運営協力が決まったのである。CAIは，インドの西ベンガル州アンダルの国

際空港建設にも参加しており，フィリピンへの進出も目論むなど，海外での事業

展開に意欲的であるが，優秀な社員の引き抜きにもあっている。

ナザン大統領は，４月末には ASEANオーストラリア・ニュージーランド自由

貿易協定（ASEANCER FTA）を交渉中のニュージーランドを訪問し，アナンド・

サティアナンド総督と会談した。また，シンガポール政府は，４月にはジョージ・

ヨー外相をエジプトに送り，文化協力協定を結ばせ，さらに第２回アジア中東対

話（AMED）に出席させて石油供給やテロ対策について協議させたほか，APECで

研究中のアジア太平洋自由貿易協定（FTAAP）構想にも強い意欲を持っている。

シンガポールは GCC諸国やリビアとの交流には，リー顧問相やゴー上級相を

送っているが，その一方でアラブ諸国と不仲のイスラエルとも安全保障政策で長

く協力関係にある。このため，１月のイスラエルとの技術交流にはすでに政治家

を引退している，トニー・タン前副首相を団長とする代表団を送って対応してい

る。豊富なトップクラスの人材の活用で，全方位外交を維持しているのである。

なお，８月の北京オリンピックでは，女子卓球チームが１９６５年の独立以来，初

めてのメダルとなる銀メダルを獲得し，スポーツの分野でも国際社会にシンガポ

ールの名を知らしめ，国民の士気を高揚させた。

２００９年の課題

リー首相は，経済と安全保障を中心に，国民への新年のメッセージを送ったが，

その内容は例年になく厳しいものであった。まず，経済について，リー首相は，

２００８年は全世界にとって，この６０年間で最大の危機に入った年であったとし，ア

メリカだけでなく日本やヨーロッパも同時不況に入ったことを強調した。そして，

シンガポール経済はそれでも最終的に１．５％の成長を遂げたが，展望は不確実で

あり，貿易立国の小国である同国は経済危機の影響を逃れることはできないと警

告し，シンガポール国民は困難な年に備えなければならない，とくに２００９年の前

半は厳しいことが予測されると述べた。

シンガポール政府は，この不況に耐えるために２つのプログラムを開始してい

シンガポールの将来をめぐる問題と忍び寄る不況の影
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る。第１は，１２月１日から１２０以上の会社と共に開始した，４２００名の労働者のた

めの「向上性および弾力性確保のための技術プログラム」（SPUR）である。第２

は，民間会社のための政府融資プログラムで，既存の１万３５００件，５億５０００万 S
ド
ル相当の貸付の返済を容易にし３０億 S ドル相当の新規貸付を民間企業に有利な条

件で与えるものである。さらに，シンガポール政府は，企業所得税の減税にも踏

み切っている。

リー首相は，経済危機が地球規模であることから，「１９９７年のアジア金融危機

より事態は深刻で，業績の回復が難しい産業分野も出てくるであろうが，とにか

く生き残ることを課題とする」とし，「１月に公表される新年度予算では，シン

ガポールの競争力を発展させるパッケージが用意されるが，政府の用意するプロ

グラムだけでは問題は解決されないだろうから，企業は生存のためにその知識と

技術をすべて注がなければならないし，労働者は新しい技術の習得と向上を図る

必要がある」としている。そのうえで，建設や船舶など，シンガポールでは人気

のない職種にはまだ多くの雇用機会があるとも述べ，労働者に求職の際の業種の

幅を広げることをアドバイスした。

安全保障については，２００８年１１月２６日夜のムンバイでの同時多発テロでシンガ

ポール人女性１人が犠牲になったことから，過激派のテロリズムはシンガポール

にとっての継続的な脅威であるとしている。リー首相は，「シンガポール政府の

安全保障部門と諜報機関は，近隣諸国の機関と協力して潜在的な脅威を詳細に監

視し，国境の警備を強化しているが，普通の市民もこれを助けることができる」

とその協力の必要性を訴えたうえで，「いずれにしても１００％の保証はないので，

我々は心理的強靭性と社会の凝集力を高めることが重要である。最も重要なこと

は，過激派のテロリストたちにシンガポールの『人種的』な，そして宗教的な調

和を破壊することを許してはならないということである」と強調し，それが複数

の（「人種的」）共同体がひとつの国民として危機に立ち向かうための，共同体従事

プログラム（CEP）の目的であるとして，シンガポール社会の団結を呼びかけた。

（桜美林大学教授）

２００８年のシンガポール
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１月１日

▲

リー・シェンロン首相，新年メッ

セージ。２００８年の経済成長率を４．５～６．５％と

予測。

３日

▲

トニー・タン前副首相の率いる国家

研究基金（NRF）代表団，イスラエル訪問。

７日

▲

国防省，中国人民解放軍と防衛交

流・安全保障協力協定に北京で調印。

９日

▲

チャンギ空港ターミナル３がオープ

ン。

１３日

▲

リー顧問相，入院中のスハルト元大

統領を見舞うため，インドネシア訪問。

１５日

▲

テオ・チーヒン国防相，アメリカを

訪問。ゲーツ米国防長官を訪問。

１８日

▲

リー顧問相，アブドラ国王が経済シ

ティ（KAEC）の建設をアドバイスした縁で，

サウジアラビアを訪問（～２４日）。

２１日

▲

リー首相，フランスを訪問。サルコ

ジ大統領と会談（～２３日）。

２３日

▲

リー首相，スイスを訪問。世界経済

フォーラム（ダボス会議）に出席（～２７日）。

２４日

▲

シンガポールの E３ホールディング

ス社とジェード・テクノロジー社，中国吉林

省の松原石化股�有限公司の４９％の株式を買
収して中国での石油精製事業に乗り出す。

２５日

▲

レイモンド・リム運輸相，トムソン

線と東部地域線の２本の地下鉄（MRT）新線

が２０２０年までに完成と発表。

２７日

▲

インドネシアのスハルト元大統領死

去で，リー首相弔問。

２８日

▲

ゴー上級相，ドーハとドバイを公式

訪問（１月２８日～２月３日）。ケッペル・セー

ヘルス社がドバイで下水処理場受注，礎石除

幕式出席。

▲

第１回カタール・シンガポール・ビジネ

ス・フォーラム出席。

２９日

▲

テオ・チーヒン国防相，マレーシア

公式訪問，ナジブ・ラザク副首相兼国防相，

アブドゥラ首相と順に会談（～３０日）。

３１日

▲

マー・ボタン国家開発相，天津で３

～５年の間に３平方キロメートルの土地に３

万人規模のエコ・シティを建設する計画を説

明。投資計画にはカタールも参加。

２月５日

▲

シンガポール海軍に３隻のステル

ス・フリゲートが就役。

６日
▲

シンガポール政府，食品価格を抑え

るため輸入元拡大を決定。チリやフィリピン

産の豚肉，ベトナムやインドネシアの野菜導

入へ。

１４日

▲

政府，経済成長予測を４．５～６．５％か

ら４～６％に下方修正。

１５日

▲

政府，２００８年度予算案上程。財政収

入が前年比６４億５０００万 S ドル増。各官庁の分

配総額は３７１億６０００万 S ドルで前年比１２．５％増。

ターマン・シャンムガラトナム財務相，総額

１８億 S ドルの「紅包」を国民に配布すると発表。

２１歳以上の国民１人当たり１００～４００S ドル。

１９日

▲

シンガポール・エアショウ開催。１８９

億 S ドルの取引。入場者数１２万人（～２４日）。

２０日

▲

タルヤ・ハロネン・フィンランド大

統領，来訪。リー首相らと会談。

２１日

▲

ゴー・チョクトン上級相，韓国・北

朝鮮訪問へ出発（～２３日）。

２１日

▲

国際オリンピック委員会（IOC），

２０１０年の第１回ユースオリンピック夏季大会

をシンガポールで実施することを決定。

２５日

▲

ナザン大統領，ベトナム訪問。グエ

ン・ミン・チェット大統領と会談（～２９日）。

フエのプーバイ国際空港への投資・開発・運

営，インドの西ベンガル州アンダルの国際空

港建設参加で合意。

２７日

▲

テロ組織ジェマ・イスラミヤ幹部の

マス・スラメット容疑者，ホイットニーロー

重要日誌 シンガポール ２００８年
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ド拘置所から脱走。

２９日

▲

セルソ・アモリム・ブラジル外相，

来訪。リー首相と会談。

３月１日

▲

リー顧問相，ジャヤクマール副首

相らを率い，アラブ首長国連邦（ドバイ），サ

ウジアラビア（リヤド），バーレーンの湾岸３

カ国を訪問（～７日）。

３日

▲

シンガポールの情報・通信・芸術省

と中国の科学技術省，デジタルメディア共同

試験に関する了解覚書を締結。

６日

▲

リー・ウィーホア運輸担当国務相，

チャンギ空港ターミナル４を建設すると発表。

１２日

▲

アラブ首長国連邦のアブダビに，シ

ンガポール大使館が新たに設立。

１３日

▲

シンガポール・カンボジア越境性犯

罪に関する協力覚書に署名。

１９日

▲

サマック・タイ首相，来訪。テマセ

ク・ホールディングスのタイ投資の継続要請。

２４日

▲

ゴー上級相，インド訪問。マンモハ

ン・シン首相と会談（～２８日）。同行したシン

ガポール開発銀行（DBS）筋がインドの８都市

で１年以内に支店を開設する予定と発表。

２９日
▲

リー・シェンロン内閣改造人事リス

ト公表（４月１日付）。

４月２日

▲

イスラム金融サービス委員会の

２００９年年次総会が２００９年５月にシンガポール

で開催されることが決定。

２日

▲

シンガポール海軍，フランスでステ

ルス・フリゲートから艦対空ミサイル試射に

成功。

３日

▲

ジョージ・ヨー外相，エジプト訪問。

シンガポール・エジプト文化協力協定に署名。

テロリストや石油価格問題を協議する第２回

アジア中東対話（AMED）に参加（～６日）。

６日

▲

ジョージ・ヨー外相，中国のチベッ

ト問題にからみ，「五輪を政治化してはなら

ない」と語り，ボイコット反対の意思を表明。

７日

▲

シンガポール・コーポレーション・

エンタープライズ（SCE），中東オマーンの資

本市場庁と金融サービス部門の協力協定を締

結。

▲

ジョージ・ヨー外相，オーストリア，ス

ロバキア，チェコの３カ国に初の公式訪問（～

１２日）。

▲

米朝協議がシンガポールで開催。

９日
▲

ゴー上級相，アメリカ訪問。ブッシ

ュ大統領と会談。

１５日

▲

世界最大の観覧車，シンガポール・

フライヤー正式にオープン。

１７日

▲

リー首相，来訪中のマレーシアのラ

イス・ヤティム外相と会談。

２１日

▲

ジョージ・ヨー外相，インド訪問。

第１回シンガポール・インド閣僚会議。

２２日

▲

リー・ブーンヤン情報相，タイ訪問。

アジア太平洋経済協力会議（APEC）電信電話

情報相会議出席のため。

２７日

▲

ナザン大統領，ニュージーランド訪

問（～２９日）。

３０日

▲

中国の労働社会保障部から４名の博

士号を持つ高官が南洋工科大学の研修に。

５月１日

▲

外国人メイドらの休日獲得キャン

ペーン開始。

５日

▲

ゴー上級相，マー・ボタン国家開発

相，リビア訪問。ムバラク・アブダラー副首

相らと会談し，投資保証と二重関税（防止）協

定提示，石油重視について協議（～８日）。

▲

第１回シンガポール・インド戦略対話，

シャングリラ・ホテルで開催。ジョージ・ヨ

ー外相出席。

６日

▲

リー首相，国内の金融セクター活発

化のため，インフラ整備を進める考えを表明。

事務所不足による賃金上昇問題の解消のため。

１０日

▲

ジョージ・ヨー外相，北朝鮮を初訪

問。貿易拡大を視野に（～１４日）。

シンガポール
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１３日

▲

ウォン・カンセン副首相兼内相，マ

レーシア訪問。アブドラ首相，ナジブ副首相，

サイド・ハミド内相らと会談（～１４日）。

１６日

▲

シンガポール航空とマレーシア航空，

５月末でシャトルサービスを終了と発表。

▲

シンガポールの３３名の災害支援救助部隊

（DART），震災の中国四川省成都に到着。日

韓露の救助チームと共に協力開始。シンガポ

ール政府は他に２７万６０００S ドルを支援。

２１日

▲

ルワンダのポール・カガメ大統領が

初来訪。リー首相らと会談。

２２日

▲

ハンガリーのショーヨム・ラースロ

ー大統領，初来訪。リー首相，ナザン大統領

と会談（～２３日）。

２３日

▲

国際司法裁判所，シンガポールとマ

レーシアとの間で領有権紛争のある４島礁に

ついて判決。

２４日

▲

ジョージ・ヨー外相，医療チームと

共に大型サイクロンに見舞われたミャンマー

訪問（～２６日）。

３０日

▲

マレーシア政府が，６月９日から，

シンガポール・タイ国境から５０km以内での

外国車両へのガソリン販売を禁止することを

決定。燃料価格の高騰でシンガポールから給

油のために入国する外国車両が急増したため。

３１日

▲

アジアの安全保障問題を協議するシ

ャングリラ・ダイアローグ開催（～６月１日）。

６月３日

▲

デンマークと生活改善プログラム

のための協力覚書に署名。

４日

▲

マレーシア政府，外国車両への給油

禁止措置撤廃。ただし価格はリッター当たり

１．９２リンギ から２．７リンギ に値上げ。

▲

シンガポール民主党党首のチー・スーン

ジュアン，リー顧問相・リー首相への誹謗訴

訟で敗訴。１２日間の拘留開始。

７日

▲

ジョージ・ヨー外相，８５名の草の根

組織のメンバーと共に、シンガポールとイン

ドネシアが経済特区として指定した，インド

ネシアのカリムン島訪問（～８日）。

８日

▲

チュームマリー・サイニャソーン・

ラオス大統領，来訪（～１１日）。

１３日

▲

中国天津市の黄興国市長，ゴー上級

相を表敬訪問。エコ・シティ・プロジェクト

などについて協議。

１７日

▲

５月１２日の中国四川省�川県の大地
震発生後，１カ月の間にシンガポールでは中

国大使館を４万人が訪問し，合計１８３６万 S ドル

の寄付をした（６月１７日新聞報道）。
▲

ザイナル・アビディン・ラシッド上級国

務相，ヨルダン訪問。アブドラⅡ世国王に表

敬（～２１日）。

２０日

▲

２月以来，価格高騰が止まらなかっ

たコメの価格が５～１２％値下がり（６月２０日

新聞報道）。

２９日

▲

ジョージ・ヨー外相，タイ訪問。

７月１７日

▲

一連の ASEAN関係会議をシンガ

ポールで開催。ASEAN外相会議，ASEAN＋

３外相会議，EAS非公式外相会議（２２日），

ASEAN拡大外相会議（PMC），ASEAN地域

フォーラム（ARF）（～２４日）。

２２日

▲

ARF，ASEAN拡大外相会議等に出

席のためシンガポール訪問中の高村正彦外相，

ジョージ・ヨー外相と会談。

８月６日

▲

中国の上海トンネル・エンジニア

リング社がMRTダウンタウンライン線第１

期工事契約を総額２億３１９０万 S ドルで落札。

８日

▲

リー首相，ナショナル・デー祝賀メ

ッセージで，サブプライムローン危機による

成長減速と，４番目の大学開校に言及。

１７日

▲

北京オリンピックで，シンガポール

の女子卓球チーム３名が銀メダルを獲得。

９月３日

▲

中国シンガポール天津エコ・シテ

ィ合同管理委員会，第１回会合。

１６日

▲

日本大使館，シンガポール厚生省に

２００８年 重要日誌
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鳥インフルエンザ治療薬タミフル３９６０錠と個

人防疫機材３万５０００セットを贈呈。

１９日

▲

農業食品・畜産物管理庁（AVA），中

国産のすべての乳製品および日用食品の輸

入・販売を全面的に禁止。伊里ブランドのア

イスクリームなどからメラミン検出。

２２日

▲

テオ・チーヒン国防相，韓国訪問（～

２６日）。

２６日

▲

フォーミュラーワン（F１）シンガポ

ール GP，観衆１０万人を集めて市街地のコー

スで実施（～２８日）。

３０日

▲

シンガポールの野党政治家ジョシュ

ア・ベンジャミン・ジェヤレトナム氏（８２歳），

心臓発作で死去。

１０月１０日

▲

貿易産業省，２００８年第３四半期の

国内総生産（GDP）伸び率は季節調整済みで

前期比マイナス６．３％と発表。

１２日

▲

テオ・チーヒン国防相，中国訪問（～

１６日）。

１６日

▲

財務省，金融管理局（MAS），国内

金融機関のシンガポールおよび外貨建て預金

を全額保護すると発表。即日実施。

２３日
▲

アジア欧州会合（ASEM）首脳会議に

出席のリー首相，温家宝総理とシンガポー

ル・中国自由貿易協定（SCFTA）署名に立ち

会い。胡錦濤国家主席，李克強副総理，呉邦

国全人代常務委員会委員長とも会談。

１１月１日

▲

マリーナ・バラージ（堰）が正式に

オープン。この堰の完成で，マリーナ・ベイ

はシンガポールで１５番目の貯水池に。

１７日

▲

クエンティン・ブライス・オースト

ラリア連邦総督，来訪。ナザン大統領と会見。

１９日

▲

APEC閣僚会議でジョージ・ヨー外

相，日本の中曽根弘文外相と会談。

２４日

▲

APEC首脳会議参加のリー首相，マ

レーシアのナジブ・ラザク副首相と会談し，

イスカンダール・マレーシア開発地域に象徴

的（iconic）な投資を行うと言明。

２５日

▲

リー首相，ブラジル訪問。ルイース・

イナシオ・ルーラ・ダ・シルヴァ大統領と会談。

２８日

▲

シンガポール通貨監督庁，２００８年の

第３四半期にシンガポールは不景気に入った

と警告。同国の貿易依存経済は６．８％収縮し，

今年の経済成長率を２．５％と予測。

２８日

▲

インドのムンバイで起きたテロ事件

で，シンガポール人女性弁護士が犠牲者とな

り，２９日にリー首相が親族に弔辞を送付。

１２月２日

▲

政府，北朝鮮と投資保証協定を締

結。

１１日

▲

インドネシアのアリ・アラタス元外

相死去。ジョージ・ヨー外相が弔問。

１５日

▲

シ ンガポールと湾岸協力会議

（GCC），自由貿易協定に署名。シンガポー

ルからの輸出の９９％，GCCからの輸出の全

てが無関税に。

１６日

▲

国家賃金協議会（NWC），国民経済

の悪化に伴い，２００９年１月に賃金ガイドライ

ンを見直すことを明示。

２２日

▲

リム・ブーンヘン総理府相，労組メ

ンバーとの会合で，現在１４．５％に設定されて

いる労働者の中央積立年金基金の積立率を削

減することは考えていないと言明。

２３日

▲

世界最大の観覧車，シンガポール・

フライヤーが故障で約６時間停止。１７３人の

乗客が閉じ込められた。停止故障は４回目。

３０日

▲

ヌー・エンヘン教育相，２００９年に教

員および教育事務職員など７５００名の新規雇用

と，学校６校の新規建築を行うと発表。

シンガポール
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大　統　領

内　閣

法務局

監査局

総理府

政府投資公社

国　会1） 公務人事委員会 最高裁判所
　高等裁判所
　控訴裁判所
下級裁判所
　地区裁判所
　家庭裁判所
　マジストレート裁判所
　未成年者裁判所
検屍廷

司法人事委員会首　相
副首相
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（注）１）一院制，議員数８４（任期５年）。与党・人民行動党８２議席，野党２議席。

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 閣僚名簿（２００８年１２月末現在）
首相 Lee Hsien Loong

上級相（Senior Minister） Goh Chok Tong

顧問相（Minister Mentor） Lee Kuan Yew

副首相兼国家安全保障調整相 S. Jayakumar

副首相兼内務相 Wong Kan Seng

法務相兼第２内務相 K. Shanmugam

外務相 George Yao Yong−Boon

情報・通信・芸術相 Lee Boon Yang

国家開発相 Mah Bow Tan

総理府相 Lim Boon Heng

Lim Swee Say

通商産業相 Lim Hng Kiang

国防相 Teo Chee Hean

環境・水資源相兼イスラーム問題担当相

Yaacob Ibrahim

教育相兼第２国防相 Ng Eng Hen

厚生相 Khaw Boon Wan

財務相 Tharman Shanmugaratnam

人材相代行 Gan Kim Yong

社会開発・青少年・スポーツ相

Vivian Balakrishnan

運輸相兼第２外務相

Raymond Lim Siang Keat

参考資料 シンガポール ２００８年
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主要統計 シンガポール ２００８年

１ 基礎統計

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（１，０００人）
労 働 力 人 口（１，０００人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１米ドル＝Sドル，年平均）

３，３８２．９
２，１２８．５

―０．４
３．６

１．７９１

３，４３８．１
２，１５０．１
０．５
４．０

１．７４２

３，４８４．９
２，１８３．３
１．７
３．４

１．６９０

３，５４３．９
２，２６６．７
０．５
３．１

１．６６５

３，６０８．５
２，５９４．１
１．０
２．７

１．５８９

３，５８３．１
１，９１８．１
２．１
２．１

１．５０７

３，６４２．７
１，９２８．３
６．５
２．３

１．４１５
（出所） Economic Survey of Singapore 2008および Statistics Singaporeホームページ（http : //www.

singstat.gov.sg）。

２ 支出別国内総生産（名目価格） （単位：１００万 Sドル）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
消 費 支 出
民 間
公 共
総 固 定 資 本 形 成
民 間
公 共
在 庫 増 減
財・サービスの純輸出
統 計 誤 差
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 所 得（GNI）

９８，５５８．１
７８，５７０．２
１９，９８７．９
４２，９７０．７

―
―

―２，６２６．５
４６，９５４．６

―４９２．４
１８５，３６４．５
―１０，９２７．９
１７４，４３６．６

１０３，２０１．０
８１，７７８．２
２１，４２２．８
４２，８９９．１
３５，２０９．５
７，９３９．４
―２，１５１．２
５７，５２３．８

―１５９．４
２０１，３１３．３
―９，４００．９
１９１，９１２．４

１１０，７１４．５
８７，２６４．６
２３，４４９．９
４８，７７０．５
４２，１３６．７
７，０８８．４
―４，３５０．７
６６，８４３．０

―８３４．５
２２１，１４２．８
―７，９５９．７
２１３，１８３．１

１２１，４５３．６
９７，００３．６
２４，４５０．０
６０，４１５．２
５３，３６２．２
７，０５３．０
―８，２２０．１
７９，６９４．１
―１，７３２．７
２５１，６１０．１
―１７，３６３．９
２３４，２４６．２

１３３，０７３．４
１０５，５４８．２
２７，５２５．２
７３，３４３．０
６４，２０６．１
９，１３６．９
６，１７６．７
４９，０９６．８
―４，２７１．４
２５７，４１８．５
―７，０３０．６
２５０，３８７．９

１人当たりＧＮＩ（Sドル） ４０，９８５．０ ４４，９８９．０ ４８，４３５．０ ５１，０５０．０ ５１，７３９．０
（出所） Economic Survey of Singapore 2008.

３ 産業別国内総生産（実質：２０００年価格） （単位：１００万 Sドル）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
財 生 産 産 業
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
そ の 他
サ ー ビ ス 業
卸 ・ 小 売 業
運 輸 ・ 倉 庫
ホテル・レストラン
情 報 ・ 通 信
金 融 サ ー ビ ス
ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
そ の 他 サ ー ビ ス
所 有 住 宅 帰 属 価 値
（＋）輸 入 税
（－）銀 行 手 数 料

５６，４０３．０
４６，２０４．５
６，６５４．３
３，３８１．３
１６２．９

１１６，５４２．５
２８，２２０．４
１７，３７２．５
３，２５０．３
７，８３９．２
１９，９２０．２
２１，２２０．５
１８，７１９．４
７，６３２．５
１２，５８９．１
９，８９６．１

６０，９４５．３
５０，５９２．０
６，７０３．１
３，４８９．２
１６１．０

１２５，６８９．７
３１，４７７．１
１８，５６６．８
３，５２４．１
８，４４５．１
２１，５３５．９
２２，５９７．６
１９，５４３．１
７，８３８．３
１３，１８７．１
９，９３９．８

６７，４４２．７
５６，６２３．４
６，９４２．５
３，６９０．９
１８５．９

１３５，４１１．３
３４，７１９．０
１９，７０３．２
３，７８５．９
８，９９９．３
２４，０５３．６
２３，７９８．３
２０，３５２．０
７，９８０．１
１３，８９９．８
１０，５００．４

７２，２９３．０
５９，９８７．４
８，２０８．１
３，９１７．２
１８０．３

１４６，３８６．０
３７，３０２．７
２０，６９５．９
３，９７０．９
９，５８７．１
２７，８２０．９
２５，９６５．７
２１，０４２．８
８，０６９．４
１５，６１８．６
１１，４９５．６

７１，５５６．３
５７，５１０．５
９，８７２．８
４，０００．０
１７３．０

１５３，２９２．４
３８，２７１．１
２１，３３４．４
４，０１９．８
１０，２７４．４
２９，３５９．６
２７，８７６．９
２２，１５６．２
８，１２０．８
１３，６２９．８
１３，０７４．８

国 内 総 生 産（GDP）１８３，２７１．０ １９７，７２０．６ ２１４，２３３．５ ２３０，８７１．４ ２３３，５２４．５
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） ９．０ ７．３ ８．４ ７．８ １．１
（出所） Economic Survey of Singapore 2008, および Yearbook of Statistics Singapore 2008.

３６３



４ 国・地域別貿易 （単位：１００万 Sドル）

輸 入 輸 出
２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８

ア ジ ア
マ レ ー シ ア
インドネシア
タ イ
フ ィ リ ピ ン
日 本
中 国
香 港
韓 国
イ ン ド
ヨ ー ロ ッ パ
ド イ ツ
アメリカ合衆国
オ セ ア ニ ア

２３６，５０３．１
４５，５２６．６
１７，４００．４
１２，５１５．６
７，７４１．６
３２，０３３．７
３４，１６９．８
７，００８．７
１４，３２２．９
６，７８８．２
４５，４９５．６
９，９１５．０
３８，７９２．７
５，４８７．８

２６７，５１０．４
４９，４８０．８
２３，４２６．０
１３，８５６．３
８，９６６．６
３１，６３９．８
４３，１９４．３
６，５０７．１
１６，６３６．３
７，７５５．３
４９，４９１．７
１０，７９４．２
４７，４７３．６
６，５５５．４

２７６，４０６．０
５１，８０８．８
２２，０６８．３
１２，７９７．１
８，７５５．９
３２，４２３．３
４８，０１３．４
５，８０４．７
１９，２５４．１
８，８１４．２
５６，８０４．６
１２，２４０．９
４８，６５５．５
５，５４１．７

３１０，４８４．６
５３，８１４．４
２４，８２７．５
１５，９２２．７
６，９２８．５
３６，５７９．５
４７，５９４．６
４，９０８．５
２５，３３４．９
１１，９２２．４
６７，１７７．３
１３，０２２．５
５２，８４７．４
７，７１１．８

２６０，９１９．４
５０，６１２．３
３６，８１６．８
１５，６６１．６
６，９６９．５
２０，８７４．１
３２，９０９．３
３５，８４９．２
１３，４１２．２
９，８１６．６
４８，７６６．０
１０，５０４．１
３９，０２４．３
１９，６８６．８

２９６，４９５．２
５６，３７２．１
３９，５０４．４
１７，９４４．７
８，０６６．５
２３，５８９．５
４２，０６１．０
４３，３３５．２
１３，８７６．６
１２，１６５．６
５１，５１６．０
１０，４１７．６
４２，８２９．３
２２，５２９．１

３１４，０７６．０
５８，０９９．６
４４，３２０．２
１８，６５２．９
９，２２４．３
２１，６６２．６
４３，５４９．５
４７，１５５．３
１５，９５９．７
１５，０４６．１
５１，５００．６
８，９５１．１
３９，４９２．９
２３，３４５．８

３３３，５６３．９
５７，６３８．５
５０，２９９．１
１８，６１２．４
１０，２６５．２
２３，４８７．１
４３，８１７．９
４９，５２６．３
１７，３１７．９
１６，８３４．６
５１，９９２．１
９，３７７．８
３３，４５２．４
２７，１４２．４

合 計 ３３３，１９０．８ ３７８，９２４．１ ３９５，９７９．７ ４５０，８９２．６ ３８２，５３２．０ ４３１，５５９．２ ４５０，６２７．７ ４７６，７６２．２
（出所） 表２に同じ。

５ 国際収支 （単位：１００万 Sドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
経 常 収 支
商 品 貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

２１，６５４．３
３３，５７９．７
２５１，７９７．５
２１８，２１７．８
―６，５２１．５
―３，３７０．０
―２，０３３．９

３８，９０９．０
５１，５０６．３
２８１，６７２．４
２３０，１６６．１
―６，３３０．４
―４，２９６．１
―１，９７０．８

３０，８２１．１
５２，４６６．３
３３６，８８７．６
２８４，４２１．３
―５，６４１．６
―１３，７３７．７
―２，２６５．９

４５，７２１．７
６０，５６３．８
３８７，３４９．７
３２６，７８５．９
―３，０４０．０
―９，４００．９
―２，４０１．２

５６，２２１．５
６７，９４６．１
４３６，５０６．３
３６８，５６０．２
―１，１０３．１
―７，９５９．７
―２，６６１．８

５９，０９２．０
７１，０６３．６
４５７，６３９．２
３８６，５７５．６
８，６３０．５

―１７，３６３．９
―３，２３８．２

３８，１７６．８
４３，４７０．４
４８５，６９０．１
４４２，２１９．７
５，６２６．４
―７，０３０．６
―３，８８９．４

資 本 ・ 金 融 収 支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
ポートフォリオ投資
そ の 他 投 資

調 整 項 目

―１８，７３７．３
―２８６．７

―１８，４５０．６
８，７２２．５

―２３，５３６．３
―３，６３６．８

―６３０．８

―３０，７３５．７
―２９２．０

―３０，４４３．７
１５，６２６．２
―１６，６８５．８
―２９，３８４．１
３，６０１．２

―１４，７０３．５
―３１０．２

―１４，３９３．３
１５，２５５．５
―９，２３６．４
―２０，４１２．４
４，３５１．３

―２９，７３３．８
―３３５．６

―２９，３９８．２
５，２５２．８
１，５１２．９

―３６，１６３．９
４，４０８．８

―３５，１３２．３
―３６７．０

―３４，７６５．３
２２，８５２．７
―８，２９７．９
―４９，３２０．１
５，９０６．５

―３３，９１７．１
―３９０．５

―３３，５２６．６
１０，６８８．７
―１４，３５９．７
―２９，８５５．６
４，１２２．７

―１６，２５９．４
―４３５．６

―１５，８２３．８
１９，５２０．０
―３２，７８４．３
―２，５５９．５
―３，３８６．３

総 合 収 支 ２，２８６．５ １１，７７４．５ ２０，４６８．９ ２０，３９６．７ ２６，９９５．７ ２９，２９７．６ １８，５３１．１
外 貨 準 備１４２，６２１．１１６３，０５３．５１８３，４６４．０１９２，８１３．０２０８，９９１．８２３４，５４５．６２５０，３４６．０
（出所） 表３に同じ。

２００８年 主要統計
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